
資料 ５

北広島市補助金等交付基準（案） 

 
１．趣旨 

  この基準は、補助金等の効果的、効率的な運用を図り、より一層の公平性、透明

性を高めるために、「北広島市補助金等交付規則」（昭和６１年３月３１日規則第１

０号）に規定するほか適正な補助金等の交付及び執行を行うため、補助金等交付基

準を定める。 

 

２．定義 

 この基準において「補助金等」とは、市が団体、個人の行う特定の事務事業に対

し、行政目的に合致し、かつ、公益上必要があると認められた場合に、市が交付す

る補助金、交付金その他反対給付を受けない給付金で、次に掲げるものをいう。 

（１）補助金＜奨励（事業実施）型・育成（組織運営）型＞ 

・特定の公共的・公益的事業を奨励又は助成することを目的とし、事業実施主

体の自主性・任意性の高い活動に対する給付金。 

・公共的・公益的事業を行う団体運営を補助するもので、本来団体の設立段階

等における育成を目的とするもので、自立性の高い団体に対する給付金。 

 

 （２）交付金＜誘導（事業実施）型・誘導（組織運営）型＞ 

・特定の施策目的を実現するために、団体や個人の活動を誘導しようとするも

ので、事業実施主体の自主性・任意性には期待しがたい内容に対する給付金。 

・公共的、公益的事業を行う団体運営を補助するもので、特定団体の活動が施

策の目的達成のために不可欠なものであり、行政補完的・行政協力的な活動

を行う団体に対する給付金。 

 

３．交付基準 

 （１）基本的基準 

  ア．事業の公益性（個別基準） 

    補助金等の交付は、地方自治法の規定に基づき、公益上必要のある場合に限

られるものであり、その判断にあっては、十分かつ客観的に妥当性があること

を念頭に厳正に行うものとする。なお、具体的には次の項目のいずれかに該当

するもの。 

   ①住民自治の向上、市民の福祉・健康の増進が図られるもの。 

   ②市民の安全で安心な生活に寄与するもの。 

③市民の教育、文化、スポーツの振興に寄与するもの。 

④地域の経済・産業の振興、雇用の促進に寄与するもの。 

   ⑤市の施策として推進する事業を団体又は個人に対して、積極的に奨励しよう 

とするもの。 

 

イ．事業の必要性と効果性（共通基準） 

①効果が広く市民にいきわたり、特定の者のみの利益に供することのないこと。 

   ②補助金等の交付に対して、費用対効果が認められること。 

   ③事業活動の目的、内容などが社会経済情勢に合致していること。 

   ④行政と市民の役割分担のなかで、真に補助すべき事業・活動であること。 
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ウ．事業の適格性（共通基準） 

①補助金等の支出根拠が、法令・条例・規則・要綱等に基づいていること。 

   ②補助金等の支出目的、範囲が法令の規定に抵触していないこと。 

   ③団体等の会計処理及び使途が適切であること。 

   ④団体等において適正な監査機能を有していること。 

   ⑤団体等の事業活動の内容が補助の目的との整合がとれていること。 

 

  エ．その他 

   ①国庫補助や道補助を伴う事業に係る市のルール分を超える補助（いわゆる上 

乗せ補助等）は原則行わない。 

 

（２）交付額等の基準 

 ア．補助対象経費 

   補助金等の交付は、その使途の透明化を図ることから、事業の目的達成に直

接必要とする経費（事業費）に限定し、直接公益的な事業に結びつかない経費

や、社会通念上公費で賄うことがふさわしくないと考えられる経費については、

補助金等の交付対象としない。（具体的には、別記のとおりとする。） 

 

  イ．交付基準（補助率） 

     補助金等の交付額は、交付の目的及び対象、市の財政状況等を総合的に考

慮し、予算の範囲内で算定するものとする。 

□補助金 

     補助団体等の自主性を確保するとともに、公益活動を助長するという観点 

から、補助率は補助対象経費の１／２以内とする。 

     ただし、市長が特に認める場合又は補助率を定めて交付することが、その 

性格上なじまない補助金については、この限りでない。 

   □交付金 

     施策事業の実施に必要な範囲とし、定額又は所要額とする。 

 
［補助対象外経費の内容と補助率］ 

 区 分 補助対象外経費 交付額（補助率）

補助金 

 ・ 人件費 

・ 交際費 

・ 慶弔費 

・ 飲食費 

・ 親睦会費 

 
 
 補助対象経費の

 
 

・ 社会通念上、公費で賄うことがふさわしく

ない経費 

１／２以内 

交付金 

 
 
 ・ 交際費 

・ 慶弔費 

・ 飲食費 

・ 親睦会費 

 
 定額又は 

 
 ・ 社会通念上、公費で賄うことがふさわしく

ない経費 

所要額 
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４．交付額等の適正化 

（１）補助金等の交付に関して、根拠法令等に定めのないものは、規則、要綱等

を整備し、補助の目的、対象、補助金額の算出方法等を明確にすること。 

（２）補助金等の額が団体等の決算における繰越金の額と比較し妥当であるか検

証し、多額である場合は、必要に応じ交付額を調整すること。 

 

５．終期（補助期間）の設定と見直し 

    補助金等の交付が長期化・固定化することにより費用対効果が低くなったも

のや補助の役割が薄れたものなどの検証が必要なことから、原則として３年の

終期を設定し、適時見直しを実施する。なお、国・道等の制度による補助金等

は、その補助期間の終了をもって終了とする。 

 

６．補助金等の分類 

    補助金等の分類は、別表のとおりとする。だだし、終期設定による見直し時 

において、分類の見直しを図るものとする。 

 

７．適用除外 

    次のいずれかに該当する場合については、この基準を適用しないものとする。 

  （１）国、道などの法律・条例等により別に定められているもの 

  （２）債務負担行為設定済みのもの 

  （３）扶助費的性質の給付金 
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